
地域生活支援事業の事業実施例  

※ 資料は提供時点での案であり、今後、変更があり得るものである。   
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H18．6．15 埼玉県市町村障害福祉計画担当係長会議  

コミュニケーシ］ン支援事業の進め方について  
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コミュニケ円ション支援事業の進め方について  

平成18年6月15日  

埼玉県障害者福祉課  

社会参加推進担当  

1コミュニケーション支援事業とは（障害者自立支援法第77条により市町村に義務化）  

（1）手話通訳者派遣事業  

（2）要約筆言古奉仕員派遣事業  

（3）手話通訳者設置事業（手話通訳者を福祉事務所等の公的機関に設置する事業）  

2 基本的な考え方  

○ 利用者の生活実態等を把握した上できめ細かなコミュニケーション支援を行うため   

には、聴覚障害者に身近な市町村が自ら派遣事業等を実施するのが原則である。  

○ ただし、事業の立ち上げには聴覚障害者をはじめとする関係者間で意見調整をする   

ために相当の時間がかかるのが通例であるため、準備が整うまでの当分の間、専門   

の機関等に委託することもやむを得ない。  

3 実施形態  

（1）自ら実施する場合（市町村社会福祉協議会等に委託する場合を含む）  

○ 派遣事業をコーディネートするための手話通訳ができる人材を配置する。  

○ 専任又は登録の手話通訳者及び要約筆記奉仕員を派遣する。  

（参 考）   

ア 県内での実施状況（平成18年4月1日現在）   

（む 手話通訳者派遣事業（30市町村）  

② 要約筆記奉仕員派遣事業（2市）   

イ 市町村障害者社会参加促進事業（国庫補助事業）でコミュニケーション支援関係  

事業を実施した18市の平均事業費（平成16年度実績）  

→11，340千円（1か所当たり）   

り 本庄郡市地域のように、複数の市町村で連携し広域的に実施している例もあ  

る。  
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（2）埼玉聴覚障害者情報センタ⊥（※）に委託する場合  

○ 各市町村が個別に埼玉聴覚障害者情報センターと業務委託契約を締結し、委託料   

を支払うことにより、同センターから手話通訳者、要約筆記奉仕員の派遣を受けるも   

の。  

○ 希望する市町村は、必要な委託料を用意する。  

○ おおよその善用の目安（利用回数により大きく変動する。）   

① 手話通訳者・要約筆記奉仕員の派遣を受ける場合（100～250万円程度）   

② 要約筆記奉仕員のみの派遣を受ける場合（50～100万円程度）  

★ 委託料は、人口規模に応じた事務費（年間一定額）と派遣件数に応じて変動す  

る派遣費用の二本立てで構成される予定。  

※ 埼玉聴覚障害者情報センターとは  

社会福祉法人埼玉聴覚障害者福祉会が設置する身体障害者福祉法第34条に定   

める聴覚障害者情報提供施設で、県が手話通訳者等の派遣・養成事業等を委託して   

いる。埼玉県浦和地方庁舎別館内に所在。  

4 重要な留意点  

（1）調整組織の設置  

派遣事業は利用者（聴覚障害者）の声を反映し、真に利用しやすい仕組みにするこ   

とが重要。  

このため事業の準備、実施に当たっては、地域の聴覚障害者（団体）の代表者、   

手話通訳者（手話サークルのメンバー）や要約筆記奉仕員の代表者、市町村の担当   

者等からなる準備委員会・運営委員会等の調整組織を設置し、十分な時間をかけて   

望ましい派遣事業のしくみを検討・準備し、事業を円滑に準備・運営できるようにする   

こと。  

（2）利用者負担について  

コミュニケーション支援事業は、聴覚障害者への情報保障であり有料化にはなじ   

まない性質のもので奉るため、派遣にあたっては、従前どおり利用者負担を求めな   

い形（無料）で実施されたい。  
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5 実施方法   

平成18年10月1日から市町村で義務化されるため、平成19年度から県の代行事業  

は廃止する。それまでには、上記4－（1）、（2）に留意し、次のいずれかの方法で必ず  

各市町村で事業が実施できるよう準備すること。  

（D 市町村が直接実施する場合  

必ず上記4－（1）の手順を踏み、事業の実施に必要な経責を予算措置すること。  

② 市町村年会福祉協議会等に委託する場合   

（Dに準ずる体制で準備に努めるよう市町村が調整し、所要額を予算措置して社会福   

祉協議会等と委託契約を締結すること。  

③ 埼玉聴覚障害者情報センターに委託する場合  

所要額を予算措置して、同センターと委託契約を締結すること。  

6 その他  

○ 市町村における奉仕員の養成について   

■ 国の地域生活支援事業実施要綱（案）では、市町村地域生活支援事業の「その他   

の事業」の中で手話奉仕員等め養成研修事業が位置づけられているので、特に手話   

奉仕員については各市町村で養成研修を行うこと。  
・県では、市町村で養成された奉仕員を基礎にして、さらにこれらの人材のレベルア   

ップを図るために手話通訳者養成講習を行い、養成後、手話通訳者としてこれらの人   
材を再び地域に戻し、市町村での派遣事業を担う人材として活躍していただくことを   

考えている。  

・なお、各市町村ごとに希望者を募集しても、人数が少なすぎて養成研修会ができな   

いところもあるという実態も承知しているため、埼玉聴覚障害者情報センターがこれら   

の地域の希望者を取りまとめ、広域で奉仕員の養成研修事業（市町村からの委託事   

業）を実施することも検討している。  
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事例2  

H18．7．5 神奈川県障害者自立支援法施行推進会議  

移動支援事業について（H18■10～）  

～検討案～  
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－7－ 1．10月以降の移動支援について  
（1）背景  

○現行の外出介護サービスは、9月末日で廃止される 
。 010月からは移動支援として市町村地域生活支援事業（必須事業）  
に位置付けられる。  
移動サービスの種類   外出介護（4～9月）   移動支援（10月～）乳屏財   

実施主体   市町村   市町村   

給付の形態   個別給付（自立支援給付）   
原則委託料  

（市町村地域生活支援事業） 

単価（丙地）   介護なし30分～800円ん   
例：2H3，000円  

介護あり30分2，300円～   市町村の定めに串る   

例：2り6，620円  

支給決定   有   無（市町村の定めにより利用決定）   

受給者証発行   有   無（市町村の定めにより利用決定通知）   

不要   

利用者負担   有（上限あり）   市町村の定めによる   

事業者指定   有：都道府県知事の指定   無：市町村長との委託契約等   

財源   国1／2、‘県1／4（負担金）   国1／2、県1／4（統合補助金）  



（2）基本的な考え方（案）   

個別給付の形態の継続が望まれる対象については、現行の個別給付に準じ  
た仕組みを創設する。（実施については市町村の判断）  

個別給付に準じる仕組みは、広範囲で実施することでスケールメリットが生じる  
ことから、神奈川県内市町村の共通フローを設定する。  
柔軟な委託形態が望まれる対象については、新たに各市町村ごとに地域の実  

情の応じた仕組みを創設する。  

※日中活動サービス送迎型  

・H18．10以降、日中活動系サービス（児童デーサービスを除く）には送迎に係る加算が報酬上設定されていない0（H  
18．3．1全国課長会議資料ト2参照、）  

・従来、デイサービス事業、短期入所事業には送迎加算（それぞれ54単位、184単位：片道）が設定されていることから、  
これらを市町村事業として位置付ける必要があるという意見がある。  

－8－   



ー9－  

外出介護（自立支援給  移動支援（地域生活支援事  

業）  付）  （4～9月）  （10月～）＊原卿  

利用者  

①支給申請  

②支給決定  

③受給者証発行   

（D利用申請  

②利用決定  

利用契約  

サービスの提供  

利用者負担請求  

利用者負担の支払  
請  準てビ  

スの利用  

④利用者負担  

⑤利用者負担支払  

［垂司  
⑧介護給付費の請求  

⑨介護給付責の支払  

・委託契約  

■委託料支払   

・事業者指定  

※利用者負担の支払い方法については、別途検討   



2．ガイドライン案  

（1）サービスの対象者の特定  

キーワード  対象者  

○障害程度区分による限定  

○身体障害者手帳等級による限定  

○その他  

①視覚障害児者、全身性障害児者  

○障害程度区分による限定  

○療育手帳等級による限定  

○その他  

②知的障害児者  

○障害程度区分による限定  

○精神保健福祉手帳等級による限定  

○その他  

③精神障害児者  

○障害程度区分による限定  

○身体障害者手帳等級による限定  

○その他  

④その他の身体障害児者  

（現行制度では対象外）  

※対象者は各市町村において給付基準を設けることにより柔軟に設定可能  
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（2）サービスの適用範囲を設定  

ア社会生活上必要不可欠な外出  
（官公庁や金融機関への外出、公的行事への参加、生活必需品の買物、冠婚葬祭等）  

イ 余暇活動等社会参加のための外出  

（レクリエーション等）  

※適用範囲は各市町村において支給決定基準を設けることにより柔軟に設定可能   



（3）サービスの類型及び単価  

ア 個別支援 → ガイドヘルパー「1」：利用者「1」  

移動支援算定単位（案）  
時間  

身体介護あり  身体介護なし   

～0．5   ＊ ＊ ＊   ＊ ＊ ＊   

′〉1．0   ＊＊＊（＋＊＊）   ＊＊＊（＋＊＊）   

～1．5   ＊＊■＊（＋＊＊）   ＊＊＊（＋＊＊）   

～2．0   ＊＊＊（＋＊＊）   以後  

～2．5   ＊＊＊（＋＊＊）   （＋＊＊／0．5H）  

～3．0   ＊＊＊（＋＊＊）   

γ3．5   以後  

～4．0   （＋ヂ＊／0．5H）  

～4．5   

～5．0   

．0～   

（参考：介護給付費）   

身体介護   家事援助   行動援護   

230   80   230   

400（＋170）   150（＋ 70）   400（＋170）   

580（＋180）   225（＋75）   580（＋180）   

655（＋75）   以後  728（＋148）   

730（＋ 75）  （＋70／0．5H）  876（＋148）   

805（＋75）  1024（＋148）   

以後  1172（＋148）  

（＋70／0．5H）  1320（＋148）  

1468（＋148）  

1616（＋148）  

○ 単価水準をどのように設定するか。（市町村別の設定は可能）  

○ 利用目的（サービスに適用範囲ごとに報酬水準を設定するか。  

○ 一日あたりの利用上限を設定するか。  
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イ グループ支援  

＝00＊1／2＊ユ之     l＝PO＊1′3＊昆√＝00＊1′4＊出汁＝00＊1／5＊艮  

時間  移動支頭算定単位（案） 

1：2   ：3   1:4 1：5 

～0．5   ＊ ＊ ＊   J＊＊＊  J  
＊＊＊   ＊＊  

～1．0   ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊   ＊ ＊ ＊  

～1．5   ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊   ＊ ＊ ＊  

～2．0   ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊   ＊ ＊ ＊  

～2，5   ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊   ＊ ＊ ＊  

～3．0   ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊   ＊ ＊ ＊  

～3，5   

←〉4．0   
■  ■  ■  ■  

■  ■   ■  

～4こ5   

～5．5   

5．5′｝   

※基準単位÷グループ員数×底数   



ウ 日中活動サービス送迎型  

サービス種類   片道（回）   

療養介護   ●●単位   

生活介護   ●●単位   

自立訓練   ●●単位   

就労移行支援   ●●単位   

就労継続支援   ●●単位   

地域活動支援センター   ●●単位   

短期入所   ××単位   
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4．利用者負担  

（1）自立支援給付費と併せて上限管理するパターン  

暮 9月までの制度経過及び自立支援給付との整合性を図るため、利用者負担は   
原則として徴収する。（報酬額の1割）  

・ただし、移動支援利用者は、障害福祉サービスを併用している者が多いことから、   
障害福祉サービスの利用における利用者負担制度との整合性を図る。   




